
サントリー天然水 南アルプス白州工場及びサントリー白州蒸溜所におけるＰ２Ｇシス

テム導入に向けた現地工事の開始について 

 ２０２４年２月２０日 

山 梨 県 

東 レ 株 式 会 社 

東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

東京電力エナジーパートナー株式会社 

日 立 造 船 株 式 会 社 

シ ー メ ン ス ・ エ ナ ジ ー 株 式 会 社 

株 式 会 社 加 地 テ ッ ク 

三 浦 工 業 株 式 会 社 

サントリーホールディングス株式会社 

ニ チ コ ン 株 式 会 社 

株式会社やまなしハイドロジェンカンパニー 

山梨県（県庁：山梨県甲府市、知事：長崎
な が さ き

幸太郎
こ う た ろ う

）並びに技術開発参画企業１０社※１

は、大規模Ｐ２Ｇシステム※２によるエネルギー需要転換・利用技術開発に係る実証事業

地であるサントリー天然水 南アルプス白州工場及びサントリー白州蒸溜所（山梨県北杜

市）の脱炭素化を目指して、大規模Ｐ２Ｇシステムの構成機器をトータルシステムとし

て構築する現地工事を本日開始しました。 

今回構築する大規模Ｐ２Ｇシステムは、本プロジェクトメンバーが、グリーンイノベ

ーション基金事業の社会実装計画を実動する国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（ＮＥＤＯ）の助成事業により独自に開発したものです。 

今後、２０２５年の稼働を目指し、我が国最大の固体高分子（ＰＥＭ）形水電解装置

により、サントリー天然水 南アルプス白州工場及びサントリー白州蒸溜所の脱炭素化を

前進させ、地域再エネ利用型による水素エネルギー社会を推し進めていきます。 

グリーンイノベーション基金事業では、２０２１年度から２０２５年度までの５年間

で、再生可能エネルギーを安全・安心に水素エネルギーに転換できる固体高分子 (ＰＥ

Ｍ) 形水電解を用いて、水電解装置の大型化・モジュール化に向けた設備設計や各種試

験を行います。また、モジュール化したＰ２Ｇシステムを１６ＭＷ規模で導入し、大規

模需要家がボイラ等で利用する化石燃料を水素エネルギーに転換する実証を計画してい

ます。今後、「水電解装置の大型化・モジュール化、及び優れた新部材の装置への実装技

術開発」と、「熱需要や産業プロセス等の脱炭素化実証」を推進することにより、将来の

再生可能エネルギーの大量導入に併せ、様々な地域や場所への当該システムの展開を目

指して参ります。 

 

 



 

※１：東レ株式会社（本社：東京都中央区、代表取締役社長：大矢
お お や

光雄
み つ お

）、東京電力ホ

ールディングス株式会社（本社：東京都千代田区、代表執行役社長：小早川
こ ば や か わ

智
と も

明
あ き

）・

東京電力エナジーパートナー株式会社(本社：東京都中央区、代表取締役社長：長﨑
ながさき

桃子
も も こ

）、日立造船株式会社（本社：大阪府大阪市、代表取締役 取締役社長兼ＣＥＯ：

三野
み の

禎男
さ だ お

）、シーメンス・エナジー株式会社（本社：東京都品川区、代表取締役社

長：大築
おおつき

康彦
やすひこ

）、株式会社加地テック（本社：大阪府堺市、代表取締役社長兼ＣＥ

Ｏ：松岡
まつおか

克
かつ

憲
のり

）、三浦工業株式会社（東京本社：東京都港区、代表取締役：宮内
みやうち

大介
だいすけ

）、

サントリーホールディングス株式会社（本社：大阪府大阪市北区、代表取締役社長：

新浪
にいなみ

剛史
た け し

）、ニチコン株式会社（本社：京都府京都市、代表取締役社長：森
もり

克彦
かつひこ

）

及び株式会社やまなしハイドロジェンカンパニー（ＹＨＣ）（本社：山梨県甲府市、

代表取締役社長：中澤
なかざわ

宏樹
ひ ろ き

） 

 

※２：Ｐ２Ｇシステムとは、再生可能エネルギー等由来の電力を活用し水の電気分解か

ら水素を製造する技術であり、カーボンニュートラル社会の実現に向け、再生可能

エネルギーの導入拡大と温室効果ガスの削減において、世界的に期待されていま

す。 
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